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賃貸等不動産の価格調査における東日本大震災 

の影響に関する評価上の取扱いについて 

 

本年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震等は、東北地方を中心に北海道

から関東地方にかけての広い範囲に甚大な被害を与えるとともに、東京電力福島第

一原子力発電所の事故や首都圏等における電力の供給不足といった深刻な問題をも

引き起こしている。 

このような状況において、震災によって建物やライフラインに損傷等が生じた地

域及び当該地域に存する不動産については、価格形成要因に様々な変化が起きてい

る可能性が否定できないので、当該地域に存する不動産の鑑定評価を行うに当たっ

ては、価格形成要因の変化を実地調査等により十分に把握したうえで、価格に与え

る影響を適切に判定することが必要となる。 

しかしながら、震災後に行う賃貸等不動産の価格調査においては、時間の制約等

から、価格形成要因の変化の有無及びその程度を判断するために必要な資料を十分

に入手できないことが考えられるので、当面の間、下記の対応を行うことができる

ものとする。 
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記 

 

1. 原則的時価算定について 

⑴ 「財務諸表のための価格調査の実施に関する基本的考え方（以下「財表価格

調査の基本的考え方」という。）Ⅴ．価格調査の実施の指針 2．原則的時価算

定の実施の指針 ⑴総則」について 

「原則的時価算定においては、不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価を行う

こととする。ただし、不動産鑑定評価基準に則ることができない場合その他不

動産鑑定評価基準に則らないことに合理的な理由がある場合（これらの場合を

例示すれば①から⑥までに掲げるものがある。）には、この限りではない。」に

ついて、「東日本大震災による影響を考慮外とする価格調査を行う場合。」を不

動産鑑定評価基準に則ることができない場合その他不動産鑑定評価基準に則

らないことに合理的な理由がある場合とする。 

⑵ 「財表価格調査の基本的考え方 Ⅴ．価格調査の実施の指針 2．原則的時

価算定の実施の指針 ⑵価格調査の基本的事項」について 

原則的時価算定においては、依頼者において、財務諸表に東日本大震災に係

る注記（例：東日本大震災の影響を考慮していない旨等の注記）がなされる場

合、または、東日本大震災による影響が確定した時点において当該影響を考慮

した対応がなされる場合、東日本大震災による影響を考慮外とする想定上の条

件を付加することができるものとする。なお、この場合の価格調査は、不動産

鑑定評価基準に則らない価格等調査となる。 

また、財表価格調査の基本的考え方脚注 1 による算定（時点修正）において

も同様に考えるものとする。 

※ 「震災による影響を考慮外とする」とは、経済情勢の全般的動向といった一般的要因の変

化の影響は考慮するものの、地域要因や個別的要因については、震災前の状態を所与とする

ことである。 
また、震災による不動産市場への影響は地域によって異なることから、当該影響について

は、一般的要因ではなく、基本的には地域要因に関するものと捉えることが適当である。 

⑶ 「財表価格調査の基本的考え方 Ⅴ．価格調査の実施の指針 2．原則的時

価算定の実施の指針⑶価格調査の手順」について 

東日本大震災による影響を考慮外とする価格調査を行う場合には、当該想定

上の条件に係る部分以外は、不動産鑑定評価基準に則るものとする。 

 - 2 -



⑷ 「財表価格調査の基本的考え方 Ⅴ．価格調査の実施の指針 2．原則的時

価算定の実施の指針⑷成果報告書の記載事項等」について 

東日本大震災による影響を考慮外とする価格調査を行う場合においても、当

該震災により対象不動産やその周辺地域が大きな影響を受けているときには、

依頼者から提供を受けた資料等により、当該震災後の対象不動産やその周辺地

域の状況を成果報告書に記載することが望ましい。 

 

2.  原則的時価算定における再評価（財表価格調査の基本的考え方 Ⅴ．価格調査

の実施の指針 2．原則的時価算定の実施の指針 ⑴総則 ⑥過去に不動産鑑定

評価基準に則った鑑定評価又はそれ以外の原則的時価算定が行われたことがあ

る不動産の再評価を行う場合。）について 

「財表価格調査の基本的考え方 Ⅴ．価格調査の実施の指針 2．原則的時価算

定の実施の指針 ⑶価格調査の手順 ③」において、直近に行われた不動産鑑定評

価基準に則った鑑定評価又はそれ以外の原則的時価算定が行われた時点と比較して、

当該不動産の個別的要因並びに当該不動産の用途や所在地に鑑みて公示価格その他

地価に関する指標や取引価格、賃料、利回り等の一般的要因及び地域要因に重要な

変化がないと認められるときは、「原則的時価算定における再評価」を行うことがで

きるが、この「重要な変化」については、東日本大震災による影響を考慮外として

判断するものとする。 

 

3. 財表価格調査の基本的考え方脚注 1 による算定（時点修正）について 

「財表価格調査の基本的考え方 脚注 1」において、直近に行われた不動産鑑定

評価基準に則った鑑定評価又はそれ以外の原則的時価算定を行ったときから、相対

的に説得力が高いと認められる鑑定評価手法の選択適用により求められた価格や適

切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変化が生じていない場合は、

「脚注 1 による算定（時点修正）」を行うことができるが、この「重要な変化」に

ついては、東日本大震災による影響を考慮外として判断するものとする。 

 

4. みなし時価算定について 

⑴ 「財表価格調査の基本的考え方 Ⅴ．価格調査の実施の指針 3．みなし時

価算定の実施の指針 ⑵価格調査の基本的事項 ①対象不動産の確定及び確
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認」について 

「（ⅲ）過去に不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価又はそれ以外の原則的

時価算定が行われたことがある不動産の再評価を行う場合であり、かつ、実地

調査を過去に自ら行ったことがあり、直近に行われた不動産鑑定評価基準に則

った鑑定評価又はそれ以外の原則的時価算定が行われた時点と比較して、当該

不動産の個別的要因並びに当該不動産の用途や所在地に鑑みて公示価格その

他地価に関する指標や取引価格、賃料、利回り等の一般的要因及び地域要因に

重要な変化がないと認められる場合。」、実地調査を省略することができるが、

この「重要な変化」については、東日本大震災による影響を考慮外として判断

するものとする。 

また、「（ⅳ）依頼者から対象不動産の物的状況及び権利の態様に関する状況

等に関する合理的な推定を行うに足る資料の提供を受けた場合」、実地調査を

省略することができるが、この「合理的な推定を行うに足る資料」については、

少なくとも、東日本大震災前の対象不動産の状況等に関する合理的な推定を行

うに足る資料が必要である。 

⑵ 「財表価格調査の基本的考え方 Ⅴ．価格調査の実施の指針 3．みなし時

価算定の実施の指針 ⑵価格調査の基本的事項 ②想定上の条件」について 

みなし時価算定においては、東日本大震災による影響を考慮外とする想定上

の条件を付加することができるものとする。 

 

5. 価格時点が東日本大震災前の賃貸等不動産の価格調査について 

価格時点が東日本大震災前で、価格調査を行った年月日が当該震災後の場合、価

格時点が東日本大震災前であるため当該震災による影響を考慮していない旨を成果

報告書に記載するものとする。 

 

以 上 
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【参 考】 

1.  財務諸表のための価格調査の実施に関する基本的考え方における賃貸等

不動産の評価方法 

 ①原則的時価算定 ②原則的時価算定

における再評価

③脚注 1 における

算定（時点修正）

④みなし時価算定 

特徴 少なくとも例外事

項以外は鑑定評価

基準に則る必要が

ある。 

①の例外事項のほ

か、手法省略が可

能。 

原則的時価算定に

適切な調整を行っ

て時価を算定する

方法。 

原則的時価算定に

準じた算定。 

簡便な算定方法 

実査 必要 必要 一定の場合省略可 一定の場合省略可 

 

2. 概 要 

⑴ 東日本大震災による影響を考慮外とする価格調査を認める。ただし、上

記①～③においては、下記 A 又は B の要件を満たすことが必要となる。 

A  財務諸表に東日本大震災に係る注記（例：東日本大震災の影響を考慮

していない旨等の注記）がなされる場合 

B  東日本大震災による影響が確定した時点において当該影響を考慮し

た対応がなされる場合 

⑵ 「震災による影響を考慮外とする」とは、地域要因や個別的要因につい

ては、震災前の状態を所与とすることである。また、②～④における「重

要な変化」の有無の判断についても、震災前の状態を所与として行う。 

⑶ 上記①・②においては、震災により対象不動産等に大きな影響がある場

合、震災後の対象不動産等の状況を成果報告書に記載することが望まし

い。 

⑷ 上記③・④においては、価格形成要因に重要な変化がない場合又は依頼

者から対象不動産の状況等に関する合理的な推定を行うに足る資料の提

供を受けた場合、実地調査を省略することができる。 
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【東日本大震災による影響を考慮外とする価格調査の成果報告書の記載例】 

当該震災による影響を考慮外とする価格調査の場合、成果報告書の「想定上

の条件」欄に「東日本大震災による影響を考慮外とする価格調査」と記載され

ることが考えられる。 

（記載例） 

Ⅳ．価格調査の基本的事項 

1. 対象不動産の種別及び類型、賃料の区分 

2. 価格調査の条件 

⑴ 対象確定条件 

⑵ 想定上の条件 

東日本大震災による影響を考慮外とする価格調査 

 
 

 


